
2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

◆教育相談事業 千円

○賃金（指導員5名） 千円

○報償費（委員手当他） 千円

○旅費 千円

○需用費（消耗品費、光熱水費、修繕料他） 千円

○役務費（電話料、火災保険料、傷害保険料） 千円

○委託料（各種保守点検料他） 千円

○使用料及び賃借料（インターネット使用料、車両借上料他） 千円

○備品購入費 千円

○負担金（全国適応指導教室連絡協議会会費） 千円

千円

○賃金（2名） 千円

○旅費 千円

小事業 01 教育相談事業 03 スクールソーシャルワーカー活用事業 他　事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 01 教育総務費 目

22,737

総合
戦略

△ 581

01 教育委員会費

総合戦略
記載事項

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2 学校教育の充実 学校教育課 （単位：千円）

大事業 051 教育相談事業 中事業 01 教育相談事業

平成29年度 平成28年度 30・29年度比

施策 コ
ス
ト

事業費 3,266 1,042

政策パッケージ 平成30年度

812 2,224

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 19,651 20,232

有 坂井市教育支援センター条例・運営規則
人
員

正職員 1.20

人 0.00

根拠法令 無 総事業費 22,917 21,274 23,549 1,643

人

人員計 7.70 人 7.70 人 7.70 人 0.00

7

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 6.50 人 6.50 人 6.00

人 1.20 人 1.70 人 0.00根拠例規

人

0 0

20,943 19,307 22,461 1,636

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標
適応指導教室通室児童生徒
数

人
目標 0

105.0

指標の説明

20

指標の説明

400 400

独
自
指
標

実績 22 10 16 21

達成率(%) 0.0

521 446 355 351

指標

相談件数
件

目標 400 400

達成率(%) 0.0 130.3 111.5

86

達成率(%) 0.0 107.9 87.5 86.0 107.1

80

適応指導教室通室者復帰率
％

実績 86 70 69

目標 100 80 80 80

0

独
自
指
標

実績 82 76 78 86

達成率(%) 0.0

0 0

財
源
内
訳

国県支出金 1,974 1,967 1,088

指標

指標
不登校児童生徒数（小・中
計）

人
目標

独
自
指
標 指標の説明

88.8 78.0

20 20 20

110.0 50.0 80.0

450

独
自
指
標

実績

指標に基づく評価

近年、不登校児童生徒数が増加傾向にあり、相談件数、通室児童生徒数も前
年度より増えていますが、復帰率については、学校及び適応指導教室、ス
クールソーシャルワーカー等の連携により、昨年に比べ増となっています。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

【事業の目的】

  市内小中学校の児童生徒の不登校対策として、早期の学級復帰への支援、併せて保護者
に対して子どもの理解や対応に関する指導等、教育相談業務の充実を図る。

【事業の概要】

12,506

9,302

411

136

2,303

136

97

86

30

5

◆スクールソーシャルワーカー活用事業 3,616

3,554

62



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

妥当性に課題

不登校の要因については、外部による要因よりも、本人が本来抱えるもの（自分の性格や家族関係等）が多く、継続的な支援が必要なケースが増えてきています。家庭環
境の改善を図るためにも、スクールソーシャルワーカーとの連携が重要となります。

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

教育相談事業 継続
学校に行きたくても行けない子どもたちのために、個に応じた学習活動を進めながら心の安定を図り、学校復帰への
援助を行うとともに、その保護者に子どもの理解や対応に関する教育相談を行っていく。

これまでの見直
しや改善等の実

績

学校と本人の状況・特性等の情報を指導者やスクールソーシャルワーカーが共有することで、学校の本人受入れ体制や関わり方が改善されました。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

スクールソーシャルワーカー活用事業 継続
SSWの社会福祉の専門的な知識を生かして、学校だけでは解決ができない複雑化した事例に対して、関係機関と連携
して、児童生徒を取り巻く環境の改善に取り組んでいく。

短期的な方向性

方向性の理由

継続して、児童生徒個人に応じたきめ細やかな活動をすすめ、できるだけ早期対応を行ない、学校への復帰を支援し
ます。また、学校や教育委員会と連携・情報の共有化を図ります。目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 施策 2-3 子育て支援の充実

施策項目



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

 

◆学級運営支援事業　 千円

○賃金（学級サポーター） 千円

○報償費（講師謝礼） 千円

○委託料（旅行業務委託料） 千円

○使用料及び賃借料（車両借上料他） 千円

◆学校運営支援事業　 千円

【負担割合】 国 1/3 県 1/3

○賃金（学校運営支援員） 千円3,534

指標に基づく評価

支援員については全学校に配置されており、支援の必要な児童生徒への対応
について教職員の補助を行うことにより、それぞれの児童生徒に必要な教育
の実現に貢献するとともに、学級運営の円滑化にも資しています。

財
源
内
訳

国県支出金 2,245 112 112

指標

指標

学校運営支援員配置校数

目標

実績 65 65

24 24

61,918 65,651 79,753

指標

学級サポーター配置人数

指標の説明

62.5 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績 15

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0

学校運営支援員配置人数

指標の説明

24

実績 16

目標 24

24

独
自
指
標

実績 24 24 24 24

指標

学級サポーター配置校数

目標 24 24

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

指標の説明

24 24

平成29年度 平成28年度 平成27年度

65 62

達成率(%) 0.0

65 60 60

100.0 108.3 108.3

目標 65

103.3

根拠例規 無
人
員

正職員 0.60

人 0.00

60

独
自
指
標

2,133

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 △ 3,733

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 33.50 人 33.50 人 6.00

79,865 △ 1,600

人

人員計 34.10 人 34.10 人 6.75 人 0.00 人

人人 0.60 人 0.75 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 63,943 65,141
コ
ス
ト

事業費 220

無 総事業費 64,163 65,763

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 2-3 子育て支援の充実

79,077 △ 1,198

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■個に応じた学習支援
(少人数指導やティームティーチングなど個に応じた指導を充実)

622 788 △ 402

小事業 01 学級運営支援事業 04 学校運営支援事業 他　事業

01 教育委員会費

総合戦略
記載事項

大事業 101 学校・学級運営支援事業 中事業 01 学校・学級運営支援事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 01 教育総務費 目

3,534

【事業の目的】

　市内の小中学校における学級運営の円滑化のため、学習面、生活面で特別な支援を必要
とする児童生徒の支援を行う学級サポーターを配置するなど、教育環境の充実を図る。

【事業の概要】

76,184

75,964

61

74

85



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

これまで各学校からの要望に基づき、支援員等の配置について、気がかりな子の現状を確認するとともに、予算との兼ね合いを図りながら配置を行っているきています。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

学級運営支援事業 継続
増加を続ける気がかりな児童生徒の学習支援を行うために学級サポーターを配置することで、スムーズな学級運営が
図られる。また、学校生活に支障がある児童生徒の生活支援も行っていく。

学校運営支援事業 継続
教職員の働き方改革、業務負担の軽減を図るため、今後も配置を希望する小中学校に学校運営支援員の配置を行って
いく。

現状と課題

妥当性に課題 効率性に課題

気がかりな児童・生徒やADHDなどの発達障害を持つ児童・生徒が、年々増加しており、学校及び学級運営が困難になっていることから、学校からの増員要請が極めて増
えている状況です。
また、教職員の働き方改革による多忙化解消のため、学校運営指導員を配置しました。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

小学校では学級支援サポーターとして、学級に入って担任を補助しながら気がかりな子の支援をしている。
各校の配置については学校長のヒアリングならびに学校訪問を実施し、実際の子どもの状況等を観察することにより的確な配置をしている。毎年、発達障害の診断を受け
ている子、疑われる子は増加傾向にある。さらに、障害者差別解消法の施行によりインクルーシヴ教育が求められ、学校現場にはより一層合理的配慮が必要な状況になっ
ている。
それに伴って、保護者の個々の子どもにあった教育を求める声も大きくなっている。
中学校では、相談室登校の生徒に対する支援が課題となっている。不登校の子どもの減少のためにも配置が望まれている。
今年度も支援員の質の向上を目指して、学校教育課として夏季休業中に研修会を開いた。研修会後の参加者アンケートでも、研修会の内容について満足のいく回答を得て
おり、今後も継続して行っていきたい。
学校運営支援員を配置したことにより、学校で大量に発生するコピーや印刷等を行っていただくことにより、多忙化解消が図られている。

年々増加する気がかりな児童生徒を支援することにより、スムーズな学級運営や授業を行うことできるため、継続し
て各学校に学級サポーターを配置していきます。目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 施策 2-3 子育て支援の充実

施策項目

短期的な方向性

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

指標に基づく評価

学校図書館における図書整備は、標準冊数や目標を達成することができまし
た。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

【事業の目的】
　児童に生きる力を教え、育むことを目指した、創意工夫された特色ある教育活動を展開
する中で、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、それらを活用して課題を解
決するために必要な思考力、判断力、表現力などの能力を育むとともに、主体的に学習に
取組む態度を養い、個性を生かす教育の充実に努める。

【事業の概要】
◆小学校教育振興事業　本庁     24,776千円
市内１９小学校の統括的な教育振興事業
   ○賃金（外国語指導助手　９名）　　　5,795千円
   ○報償費（卒業記念品）　　　　　　　　977千円
   ○需用費（教材用消耗品）　　　　　　4,311千円
   ○委託料（各作品展運営委託料）　　    　155千円
   ○使用料及び賃借料（校外活動車両借上料他）12,980千円
   ○備品購入費（特別支援学級用教材）38千円
   ○負担金（特別支援学級研修会負担金他）379千円
   ○補助金（教職員大学院派遣事業補助金）141千円
◆小学校教育振興事業　各小学校　　　25,516千円
市内19小学校にて対応する教育振興事業
　　　○報償費（講師謝礼）　　　142千円
　　　○需用費　　　13,326千円
　　　　　　消耗品費（教材用）　　　12,375千円
　　　　　　印刷製本費（卒業証書・保健調査票等の印刷）550千円
　　　　　　修繕料（教材備品の修繕）　　　　　　　　　401千円
　　　○備品購入費教材用備品　　　7,987千円
　　　　　　図書購入費　　　4,061千円
◆環境・エネルギー教育支援事業　            2,117千円
◆地域と進める体験推進事業　                    3,800千円
【実施校】　坂井市内小学19校
【負担割合】　県 1/2
 ○委託料（地域と進める体験学習委託料）                        3,800千円

財
源
内
訳

国県支出金 4,517 1,149 3,401

指標

指標 目標

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0

地域と進める体験推進事業
実施校数

校

指標の説明

19 10

実績 19 10

目標 19

148,000

独
自
指
標

実績 153,460 153,460 152,728 153,706

指標

学校図書館図書整備冊数

目標 150,000 150,000

達成率(%) 0.0 102.3 102.3 101.8 103.9

指標の説明

150,000 150,000

実績 104 104 102 104

達成率(%) 0.0

100 100 100

104.0 104.0 101.8

61,292 57,846 46,418 3,446

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標

学校図書館図書標準達成率

目標 100

103.9

指標の説明

100

独
自
指
標

3,368

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市総合計画、坂井市教育振興基本計画 臨時職員 3.00 人 3.00 人 9.00

人 1.50 人 1.60 人 0.00根拠例規 有 坂井市立小学校及び中学校の管理規則、学校教育課所管補助金等交付要綱
人
員

正職員 1.50

人 0.00

有 教育基本法、学校教育法 総事業費 65,809 58,995 49,819 6,814

人

人員計 4.50 人 4.50 人 10.60 人 0.00 人

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 15,395 15,968
コ
ス
ト

事業費 50,414

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 2-3 子育て支援の充実

14,892 △ 573

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■地域の団体等と連携し、地域資源を活用した体験学習の実施

43,027 34,927 7,387

小事業 01 小学校教育振興事業 22 道徳教育相応推進事業 他1事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 小学校教育振興事業 中事業 01 小学校教育振興事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由

福井に誇りや愛着を持つふるさと教育の重要性が認識されていることや、新たな活力を生み出す人材を育成するため
に重要であることから、継続して実施していきます。

これまでの見直
しや改善等の実

績

令和2年度から本格実施になる小学5・6年生の英語の教科化や小学校3・4年生の外国語活動に向けて、小学5・6年生には、週１時間、3・4年生には、隔週で１時間、Ａ
ＥＴを配置して、英語の話す力を養っています。
高学年を担任する教員の英語力向上対策が必要となってきています。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

小学校教育振興事業 継続
教科化となる外国語科への対応や2020年度より必修化となるプログラミング教育への対応、また、学習指導要領の
改訂に伴う教科書改訂および電子教科書の導入等、変化が著しい教育環境に対応していく。

環境エネルギー教育支援事業 継続
よりよく環境・エネルギー問題を解決する力を育成していくため、理科教材を購入し正しい知識と科学的な理解を深
める。

地域と進める体験推進事業 継続
児童生徒が自らの地域の課題を改善する体験学習を実施することで、福井に誇りや愛着を持ち、新たな活力を生み出
す人材を育成するため継続して実施していく。

現状と課題

効率性に課題

英語力向上のため、ＡＥＴを各小学校4年～6年のクラスに配置し、英語を活用したコミュニケーション能力の向上を図っています。
2020年度から開始されるプログラミング教育への対応も急務となります。

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○報償費（医師・歯科医師・薬剤師手当） 千円

○需用費（事務用消耗品・印刷費） 千円

○役務費（検査機器点検手数料） 千円

○委託料（健康診断委託料） 千円

○備品購入費（保健衛生用備品購入費） 千円

○負担金（日本スポーツ振興センター負担金） 千円

加入者数　  5,222人　　給付件数　329件　

財
源
内
訳

国県支出金 109 172 174

指標

指標 目標

実績 100 100

17,859 17,551 17,853

指標

受診率

指標の説明

指標に基づく評価

秋の追加検診を行うことによって、虫歯のできやすい１年・４年の児童の虫
歯の早期発見ができ、CO以上の判定を受けた児童が治療に行く件数が昨年
度より増加していますが、引き続き治療促進に取り組んでいきます。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

19

独
自
指
標

実績 19 19 19 19

指標

実施校数
校

目標 19 19

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

指標の説明

19 19

平成29年度 平成28年度 平成27年度

100 100

達成率(%) 0.0

100 100 100

100.0 100.0 100.0

％
目標 100

100.0

根拠例規 無
人
員

正職員 0.35

人 0.00

100

独
自
指
標

△ 63

その他特定財源 2,408 2,430 2,332 △ 22

一般財源 307

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

20,359 222

人

人員計 0.35 人 0.35 人 0.30 人 0.00 人

人人 0.35 人 0.30 人 0.00

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 内部管理事業 人件費 2,340 2,452
コ
ス
ト

事業費 18,036

有 学校保健安全法、同法施行規則 総事業費 20,376 20,153

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策

2,014 △ 113

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

17,701 18,345 335

小事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 小学校教育振興事業 中事業 06 小学校児童健康管理事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目

1,827

116

4,908

【事業の目的】

　小学校における児童の健康の保持増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果の確保
に資することを目的とする。

【事業の概要】

学校保健安全法に基づき、児童の健康管理のため各種健康診断を行う。
　・内科及び歯科（全学年）、眼科（2年・5年）、耳鼻科（1年～3年）
　・尿（全学年）、心電図（1年）

10,244

432

509



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

２８年度より寄生虫卵検査は必須項目から削除されたため、ぎょう虫検査は平成２９年度より廃止しました。２次尿検査容器を各学校に送付して頂いていたが、不足した
学校があり不便なため、全校分学校教育課へ送って頂くように変更をしました。また、出席停止の月報をシステムにて市教委でまとめて確認できるため、各学校からの紙
ベースでの提出を廃止しました。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

小学校児童健康管理事業 継続 児童の健康の保持増進を図る。

現状と課題

課題はない

虫歯の治療件数が増えてきているので、今後も治療促進に取り組んでいきます。
インフルエンザやウイルス性の胃腸炎が流行することが、年々増加しています。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

〇役務費（傷害保険料） 千円

加入者数　406人

指標

指標 目標

指標に基づく評価

市内19小学校において、学校生活ボランティアによる活動を実施していま
す。地域連携のため、地域ボランティアの協力を得て、読み聞かせや学校行
事の協力、収穫体験を実施しました。収穫体験については、農業の専門性を
持った地域の方々から学ぶことにより、地域力を活かした教育体制の充実を
推進しました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績 406 427 419 422

達成率(%) 0.0

500 500 500

81.2 85.4 83.8

1,003 1,057 684 △ 54

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標
学校生活ボランティア登録
者数

人
目標 500

84.4

指標の説明

500

独
自
指
標

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.15 人 0.10 人 0.00根拠例規

財
源
内
訳

国県支出金 142 143 113

0.10 人 0.00 人

△ 1

その他特定財源 0 0 0 0

人 0.00

無 総事業費 1,145 1,200 797 △ 55

人

1,051
コ
ス
ト

事業費 142

無
人
員

正職員 0.15

人員計 0.15 人 0.15 人

施策

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 1,003

平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

△ 7

小事業 01 学校生活ボランティア推進事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 小学校教育振興事業 中事業 21 学校生活ボランティア推進事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度

【事業の目的】

　学校活動において、保護者及び地域の人たちのボランティアによる活動を取り入れ、児
童の学校生活を支援することで、地域と連携したきめ細かな教育体制の充実を図る。

【事業の概要】

142

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目

671 △ 48

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

149 126



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由
目標年度

中長期的な方向性

これまでの見直
しや改善等の実

績

現状と課題

課題はない

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

学校生活ボランティア推進事業 継続 地域の方に協力をいただいて、児童が安心安全な学校生活を送れるよう実施していく。

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

継続
目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

〇報償費 協力者謝礼 千円

〇需用費 教材用消耗品費 千円

食糧費 千円

〇委託料 事業運営委託料（音楽会、連合運動会） 千円

圃場管理委託料 千円

〇使用料及び賃借料 車両借上料 千円

体験学習使用料 千円

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

実績 5,214 5,227

6,081 6,389 6,289

指標

参加人数（全児童）

指標の説明

指標に基づく評価

全校が実施しており、各学校との交流も取れているため目標達成をしている
ので、引き続き取り組んでいきます。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

19

独
自
指
標

実績 19 19 19 19

指標

事業実施校数
校

目標 19 19

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

指標の説明

19 19

平成29年度 平成28年度 平成27年度

5,328 5,390

達成率(%) 0.0

5,214 5,227 5,330

100.0 100.0 100.0

人
目標

100.0

根拠例規 無
人
員

正職員 0.30

人 0.00

5,390

独
自
指
標

0

その他特定財源 200 203 0 △ 3

一般財源 △ 309

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

6,289 △ 312

人

人員計 0.30 人 0.30 人 0.30 人 0.00 人

人人 0.30 人 0.30 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 2,006 2,102
コ
ス
ト

事業費 4,275

無 総事業費 6,281 6,592

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策

2,014 △ 97

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

4,490 4,275 △ 215

小事業 01 ふれあい交流事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 小学校教育振興事業 中事業 26 ふれあい交流事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目

9

【事業の目的】

　市の将来を担う子どもたちが、様々な交流を通して、各地域の個性と特色を尊重すると
ともに自らの地域を再認識し、郷土に対する愛着や誇りの気持ちを持てるよう、子どもた
ち同士の交流、地域との交流、小中学校間の交流を促進する。

【事業の概要】

24

40

88

200

102

3,812



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

平成29年度からすべての校外活動やふれあい事業によるバス利用について、民間業者にバス運行を委託しています。今後も有効な委託契約を実施します。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

ふれあい交流事業 継続
様々な交流を通して、各地域の個性と特色を尊重するとともに自らの地域を再認識し、郷土に対する愛着や誇りの気
持ちを持てるよう、子どもたち同士の交流、地域との交流、小中学校間の交流を促進する。

現状と課題

効率性に課題

全学校が実施・参加しており、親睦や交流を深めることができています。スキー教室の講師が不足しており、スキー教室当日間近にならないと決定しないため、余裕を
もって決定・連絡できるようにする必要があります。また、各学校から市役所に要請がある協力人員が不足しています。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○委託料（学力調査委託料） 千円

受験者数　6,869人

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

3,563

実績 51.7 50.3

4,490 4,573 6,118

指標
全国平均得点率に対する当
市の得点率（５年国語）

指標の説明

指標に基づく評価

国語、算数とも、前年度に比べ目標達成率が上昇しました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

3,516

達成率(%) 0.0 97.8 98.2 98.5 98.7

受験者数

指標の説明

3,512 3,561 3,563

実績 3,434 3,499 3,508

目標

51

独
自
指
標

実績 52.0 51.8 51.9 51.9

指標
全国平均得点率に対する当
市の得点率（５年算数）

目標 51 51

達成率(%) 0.0 102.0 101.6 101.8 101.8

指標の説明

51 51

平成29年度 平成28年度 平成27年度

50.7 51.6

達成率(%) 0.0

51 51 51

101.4 98.6 99.4

目標 51

101.2

根拠例規 無
人
員

正職員 0.35

人 0.00

51

独
自
指
標

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 △ 84

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

6,118 △ 84

人

人員計 0.35 人 0.35 人 0.55 人 0.00 人

人人 0.35 人 0.55 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 2,340 2,452
コ
ス
ト

事業費 2,150

無 総事業費 4,490 4,573

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策

小事業 01 学力充実推進事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 小学校教育振興事業 中事業 31 学力充実推進事業

【事業の目的】

　児童一人ひとりの「確かな学力」の育成状況を正しく把握するとともに学習課題を分析
し、児童の学習改善や教員の授業における工夫改善に活用するために全学年での学力調査
を実施し、児童の学力向上と教員の指導力向上を図る。

【事業の概要】

　毎年4月に小学校6年生を対象に行われる全国学力・学習状況調査にあわせて、全小学
校の２～５年生の国語・算数の学力調査を行う。
　調査の結果を踏まえ、各小学校の傾向や課題を見つけて、これを解決することや対策を
見出すことを目的とした各小学校の研究主任によるワークショップを開催し、学力向上の
ための取組みを行う。

2,150

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目

3,992 △ 113

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

2,121 2,126 29



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

学力充実推進事業 継続
坂井市学力調査によって、児童の確かな学力の分析を行い、今後の授業改善に役立て、これからも高い学力の維持を
図る。

現状と課題

課題はない

学力については、県が全国上位に位置付けされ、市の小中学校児童生徒の学力についても全国平均を上回っているものが多い状況です。坂井市学力調査を実施することに
よって、児童の確かな学力の分析を行っています。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○扶助費

特別支援教育就学援助費 千円

要・準要保護児童就学援助費 千円 指標

指標 目標

指標に基づく評価

引き続き義務教育に必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図ります。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

23,300

独
自
指
標

実績 27,594 25,337 22,225 22,372

指標

児童就学援助費支給額
千円

目標 25,500 25,500

達成率(%) 0.0 108.2 99.4 90.7 96.0

指標の説明

25,500 24,500

実績 476 415 376 370

達成率(%) 0.0

400 370 370

119.0 112.2 101.6

30,076 28,088 24,639 1,988

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標
就学援助費支給児童数
（特支・要準要）

人
目標 400

105.7

指標の説明

350

独
自
指
標

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.60 人 0.55 人 0.00根拠例規

財
源
内
訳

国県支出金 1,529 1,453 1,278

0.55 人 0.00 人

76

その他特定財源 0 0 0 0

人 0.00

無 学校教育法、学校保健法ほか 総事業費 31,605 29,541 25,917 2,064

人

4,204
コ
ス
ト

事業費 27,594

無 坂井市就学援助費支給要綱
人
員

正職員 0.60

人員計 0.60 人 0.60 人

施策

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 4,011

平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

22,225 2,257

小事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 051 児童就学援助事業 中事業 01 児童就学援助事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度

【事業の目的】

　学校教育法第１９条の規定に基づき、経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対
して必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図る。

【事業の概要】

　経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して、給食費・学用品費・新入学用品
費・修学旅行費・校外活動費・医療費・通学費等、学校生活に必要な経費の一部を援助す
る。

3,059

24,535

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目

3,692 △ 193

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

25,337



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由
目標年度

中長期的な方向性

これまでの見直
しや改善等の実

績

要・準要保護就学援助費に関しては、平成28年度より、マイナンバー制度の導入に伴い、添付書類の削減および、援助費について保護者の口座への直接振込とし、学校事
務の負担軽減を図りました。また、新入学学用品費については、必要な時期にあわせた早期支給を実施し、新入学児童生徒がいる世帯の負担軽減を図りました。

現状と課題

課題はない

要・準要保護児童の保護者に対する就学援助に関して、支給単価については、国の基準単価を準用しています。また、新入学学用品費については、必要な時期にあわせた
早期支給を実施し、世帯の負担軽減を図りました。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

児童就学援助事業 継続 経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図る。

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

継続
目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

学校からの距離で、概ね1.5km以上の地区

学校からの距離で、概ね2.0km以上の地区

冬期間（12月～2月）のみ1.5km以上の地区

※利用期間は4月～3月（8月は除く）

○需用費（乗車証印刷製本費） 千円

○委託料 千円

・スクールバス運行 三国地区1台（通年・冬期）

丸岡地区7台（通年・冬期）

春江地区4台（通年・冬期）

坂井地区4台（通年・冬期）

○使用料及び賃借料（車両借上料　三国地区） 千円

○補助金

・通学費補助金（三国地区） 千円

・スクールバス停建設補助金（三国町米納津・山岸） 千円

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

16

実績 100 100

85,502 80,447 74,811

指標

利用希望者の利用率

指標の説明

指標に基づく評価

学校からの一定距離以上の地区の児童を対象者に、スクールバスの委託運行
や通学費の補助を行うことにより、安全で安心な通学手段を確保することが
できましたた。また、第2子以降の負担金を無料化し、多子世帯の負担軽減
を図りました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

16

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

通学支援の実施校数

指標の説明

16 16 16

実績 16 16 16

目標 16

1,500

独
自
指
標

実績 1,340 1,379 1,332 1,343

指標

利用者数
人

目標 1,500 1,500

達成率(%) 0.0 89.3 91.9 88.8 89.5

指標の説明

1,500 1,500

平成29年度 平成28年度 平成27年度

100 100

達成率(%) 0.0

100 100 100

100.0 100.0 100.0

％
目標 100

100.0

根拠例規 有 坂井市就学援助費支給要綱
人
員

正職員 0.40

人 0.00

100

独
自
指
標

0

その他特定財源 6,613 6,291 7,080 322

一般財源 5,055

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

81,891 5,377

人

人員計 0.40 人 0.40 人 0.45 人 0.00 人

人人 0.40 人 0.45 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 2,674 2,803
コ
ス
ト

事業費 89,441

無 総事業費 92,115 86,738

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 2-3 子育て支援の充実

3,021 △ 129

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■小中学校通学支援事業(第2子拡充)
(第2子半額、第3子以降無料としているスクールバスの利用料金を第2子から
無料にする)

83,935 78,870 5,506

小事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 101 小学校通学支援事業 中事業 01 小学校通学支援事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 02 小学校費 目

30

5,978

83,048

205

180

【事業の目的】

　市内の小学校に通学する児童に統一した支援を行うため、学校からの一定距離以上の地
区を対象にスクールバスを運行する等、遠距離通学の解消と、より安全・安心な通学の確
保を図る。

【事業の概要】

　遠距離通学者の通学距離に応じて、委託スクールバスの運行や路線バス利用料金の補助
を行う。

区分 要　　　　　件

１年生～３年生

４年生～６年生



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由

学校から遠方に住居がある児童が安全安心な学校生活を送れるようにするためスクールバスの運行や路線バスの運賃
の補助を実施します。また、多子世帯の負担軽減のため、第2子以降のスクールバス負担金を無料とします。

これまでの見直
しや改善等の実

績

学校から市教委に定期的にスクールバス利用者の最新名簿を提出してもらうよう周知します。補助金の交付に関しては、事務が煩雑であると指摘をいただいているので、
様式の記入例を確認し、最新の様式を各学校に送付します。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

小学校通学支援事業 継続
学校から遠方に住居がある児童が安全安心な学校生活を送れるようにするためスクールバスの運行や路線バスの運賃
の補助を実施する。

現状と課題

効率性に課題

第2子以降の保護者負担金を無料にしたことで、負担金の計算や集金が非常に煩雑になっています。年度末のスクールバス利用者の負担額調定の変更の際に、最終利用者名
簿に基づく調定額確定に時間を要します。また、通学費補助金の申請様式の記入方法が学校ごとに異なる部分があり、今後統一のため指導する必要があります。

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

指標に基づく評価

全中学校に図書館司書を配置し、生徒の読書活動の充実を図りました。学校
図書館における図書整備は、標準冊数や目標を達成することができました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

【事業の目的】
　生徒に生きる力を教え、育むことを目指した、創意工夫された特色ある教育活動を展開
する中で、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を解
決するために必要な思考力、判断力、表現力その他の能力を育むとともに、主体的に学習
に取り組む態度を育成し、個性を生かす教育の充実を図る。

【事業の概要】
◆中学校教育振興事業　本庁                  　　　　　　　　 19,605千円
 市内５中学校の統括的な教育振興事業
 ○賃金　　　        学校図書館司書　　        5名          　　　　　11,451千円
 ○報償費　　        卒業記念品（印鑑）　　                  　　　　　　　 647千円
 ○旅費        普通旅費                  　　　　　　　　　　　　　　　　　 76千円
 ○使用料及び賃借料        音楽会及び特別支援学級合同研修会バス借上     702千円
 ○負担金        県特別支援学級設置校学校長会負担金                   13千円
                   坂井地区特別支援学級合同学習会負担金                   165千円
 ○補助金        教職員大学院派遣事業補助金                   141千円
 ○補償、補填及び賠償金　　　　　　　　　　　　6,410千円
◆中学校教育振興事業　各中学校                   12,290千円
 市内５中学校にて対応する教育振興事業
 ○報償費　　   講師謝礼                   73千円
 ○需用費        消耗品費（教材用）                   5,581千円
         印刷製本費（卒業証書・保健調査票等の印刷）            960千円
         修繕料（教材備品の修繕）                   351千円
 ○役務費        職場体験傷害保険料（２年生）                127千円
 ○備品購入費        教材用備品                   2,889千円
         図書購入費                   2,309千円
◆キャリア教育支援事業　                   101千円
 ○報償費         講師・協力者謝礼                   67千円
 ○需用費         事務用消耗品                   21千円
 ○使用料及び賃借料                   13千円
◆地域と進める体験推進事業　                      998千円
【実施校】　市内5中学校
【負担割合】　県 1/2
 ○委託料（地域と進める体験学習委託料）                           998千円

財
源
内
訳

国県支出金 595 2,283 99

指標

指標 目標

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

72,000

独
自
指
標

実績 74,380 74,380 74,682 74,915

指標

学校図書館図蔵書冊数
冊

目標 72,000 72,000

達成率(%) 0.0 103.3 103.3 103.7 104.0

指標の説明

72,000 72,000

実績 106 106 106 111

達成率(%) 0.0

100 100 100

106.0 106.0 106.0

40,018 33,450 52,144 6,568

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標

学校図書館図書標準達成率
％

目標 100

111.0

指標の説明

100

独
自
指
標

△ 1,688

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市総合計画、坂井市教育振興基本計画 臨時職員 5.00 人 5.00 人 5.00

人 1.50 人 1.60 人 0.00根拠例規 有 坂井市立小学校及び中学校の管理規則
人
員

正職員 1.50

人 0.00

有 教育基本法、学校教育法 総事業費 40,613 35,733 52,243 4,880

人

人員計 6.50 人 6.50 人 6.60 人 0.00 人

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 18,973 19,606
コ
ス
ト

事業費 21,640

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 1 移住・定住の促進 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 1-1 シティーセールスの強化

21,640 △ 633

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■キャリア教育

16,127 30,603 5,513

小事業 01 中学校教育振興事業 09 キャリア教育支援事業 他3事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 中学校教育振興事業 中事業 01 中学校教育振興事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 03 中学校費 目



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由

これまでの見直
しや改善等の実

績

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

中学校教育振興事業 継続
各教科や総合的な学習で必要となる教材や修繕等を実施していく。児童生徒に必要となる図書を購入することや図書
の選定に必要となる図書館司書を配置する。

環境エネルギー教育支援事業 継続
よりよく環境・エネルギー問題を解決する力を育成していくため、理科教材を購入し正しい知識と科学的な理解を深
める。

キャリア教育支援事業 継続
職場体験や外部講師を招いて講演会を行うなど、生徒が主体的に進路を選択できる能力や職業観を身に付けられるよ
うにするため、事業を継続していく。

地域と進める体験推進事業 継続
児童生徒が自らの地域の課題を改善する体験学習を実施することで、福井に誇りや愛着を持ち、新たな活力を生み出
す人材を育成するため継続して実施していく。

現状と課題

課題はない

地域と進める体験推進事業については、平成28年度より展開しており、平成30年度は全校で実施しました。地域の特徴や観光資源を学び、自主的な地域ＰＲ活動に取り
組みました。これまでも図書購入費の不足を、各学校の図書担当から指摘されています。

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○報償費（医師・歯科医師・薬剤師手当） 千円

○需用費（健診票等印刷費） 千円

○役務費（検査機器点検手数料） 千円

○委託料（健康診断委託料） 千円

○負担金（日本スポーツ振興センター負担金） 千円

加入者数　2,620人　　給付件数　415件　　

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

実績 100 100

8,767 8,507 8,576

指標

受診率（内科）

指標の説明

指標に基づく評価

全学校で実施しており、健全な中学生の学校生活を過ごすために必要なこと
から、今後も引き続き取り組んでいきます。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

5

独
自
指
標

実績 5 5 5 5

指標

実施校数
校

目標 5 5

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

指標の説明

5 5

平成29年度 平成28年度 平成27年度

100 100

達成率(%) 0.0

100 100 100

100.0 100.0 100.0

％
目標 100

100.0

根拠例規 無
人
員

正職員 0.35

人 0.00

100

独
自
指
標

0

その他特定財源 1,206 1,200 1,179 6

一般財源 259

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市総合計画、坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

9,755 265

人

人員計 0.35 人 0.35 人 0.30 人 0.00 人

人人 0.35 人 0.30 人 0.00

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 内部管理事業 人件費 2,340 2,452
コ
ス
ト

事業費 7,633

有 学校保健安全法、同法施行規則 総事業費 9,973 9,707

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策

2,014 △ 113

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

7,255 7,741 378

小事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 中学校教育振興事業 中事業 06 中学校生徒健康管理事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 03 中学校費 目

1,500

2,476

【事業の目的】

　中学校における生徒の健康の保持増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果の確保
に資することを目的とする。

【事業の概要】

学校保健安全法に基づき、生徒の健康管理のため各種健康診断を行う。
　　・内科、歯科健診の実施（全学年）
　　・尿（全学年）、心電図（1年）検査の実施

3,240

143

274



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

中学校生徒健康管理事業 継続 生徒の健康の保持増進を図る。

現状と課題

課題はない

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性
　

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

◆クラブ活動推進事業 千円

○報償費（激励費） 千円

○委託料（中学校クラブ活動競技力向上委託料） 千円

○備品購入費（吹奏楽部楽器購入費） 千円

◆地域スポーツ指導者配置事業 千円

【実施校】　市内5中学校

【負担割合】　県 1/3

○報償費（指導謝礼） 千円

○役務費（傷害保険料） 千円

◆部活動指導員配置事業 千円

【実施校】　市内4中学校（三国中、丸岡南中、春江中、坂井中）  9人

【負担割合】　国 1/3 県 1/3

○報償費（指導謝礼） 千円

財
源
内
訳

国県支出金 2,148 336 0

指標

指標 目標

108

実績 6 4

23,432 24,754 24,043

指標

全国大会出場種目数

指標の説明

指標に基づく評価

全学校に対して、規定の委託料を支給して部活動の技術力・競技力向上を図
りました。また、全国大会等に出場した経費の一部を補助し、生徒の実践機
会の支援を図りました。また、地域スポーツ指導者を配置（4校13人のべ
505回）し、教員の負担軽減を図りました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

2,705

2,705

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

111

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 102.8

クラブ数の推移
数

指標の説明

108 108 108

実績 108 108 108

目標 108

5

独
自
指
標

実績 5 5 5 5

指標

事業実施校数
校

目標 5 5

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

指標の説明

5 5

平成29年度 平成28年度 平成27年度

8 5

達成率(%) 0.0

10 10 10

60.0 40.0 80.0

％
目標 10

50.0

根拠例規 有 坂井市中学校競技力向上委託事業要綱
人
員

正職員 0.15

人 0.00

10

独
自
指
標

1,812

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 △ 1,322

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

24,043 490

人

人員計 0.15 人 0.15 人 0.15 人 0.00 人

人人 0.15 人 0.15 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 1,003 1,051
コ
ス
ト

事業費 24,577

無 総事業費 25,580 25,090

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策

1,007 △ 48

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

24,039 23,036 538

小事業 01 クラブ活動推進事業 07 地域スポーツ指導者配置事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 001 中学校教育振興事業 中事業 16 クラブ活動推進事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 03 中学校費 目

1,069

1,044

25

【事業の目的】

　学校教育の一環として、課外活動であるクラブ活動を実施し、技術力・競技力の向上を
図るとともに、出場する全国大会などの部活動の実践の機会を支援することにより、生徒
の自主性、意欲の向上、集団としての規律等の社会性を育てる。

【事業の概要】

20,803

2,712

部活動において大会（北信越中学校総合競技大会、全国中学校体育大会等）に出
場する生徒及び指導者に対する経費の一部を支給。

16,356

部活動の競技力を向上を図るため、強化練習会等競技力向上を目的とする事業を
各中学校に委託。

1,735



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

クラブ活動推進については、教員の多忙化解消に向け休養日が設けられているが、生徒の技術力・競技力向上を踏まえ、地域スポーツ指導者および部活動指導員を配置し
ました。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

クラブ活動推進事業 継続
生徒の技術力・競技力の向上および自主性、意欲の向上、社会の規律性を育てることを目的とし、継続して中学校競
技力向上推進委員会に委託する

地域スポーツ指導者配置事業 継続 教職員の働き方改革や負担軽減および生徒の技術力向上に資するため外部指導者を有効に活用していく。

部活動指導員配置事業 継続 教職員の働き方改革や負担軽減および生徒の技術力向上に資するため外部指導者を有効に活用していく。

現状と課題

有効性に課題

部活動が教員に過重な負担となっていることが問題視されているため、外部指導者の在り方について検討していく必要があります。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

　国の部活動の在り方のガイドラインが策定され、県においても部活動の在り方の方針が策定されています。いずれ
も、教員の働き方改革の一つであり、教員の多忙化を踏まえたものであり、部活動が多忙化の一つの要因として考え
られていることから、クラブ数について、市の方針（H31年度策定：設置する学校に係る部活動の方針）に従って、
検討していく必要があります。

目標年度 令和4年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性
改善（見直し）

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○扶助費

　特別支援教育就学援助費 千円

　要・準要保護生徒就学援助費 千円 指標

指標 目標

指標に基づく評価

引き続き義務教育に必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図ります。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

25,000

独
自
指
標

実績 29,805 29,974 25,792 23,163

指標

生徒就学援助費支給額
千円

目標 30,000 30,000

達成率(%) 0.0 99.4 99.9 92.1 92.7

指標の説明

30,000 28,000

実績 291 262 273 240

達成率(%) 0.0

270 270 270

107.8 97.0 101.1

33,052 33,477 28,786 △ 425

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標
就学援助費支給生徒数
（特支・要準要）

人
目標 270

104.3

指標の説明

230

独
自
指
標

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.60 人 0.55 人 0.00根拠例規

財
源
内
訳

国県支出金 764 701 698

0.55 人 0.00 人

63

その他特定財源 0 0 0 0

人 0.00

有 学校教育法、学校保健法ほか 総事業費 33,816 34,178 29,484 △ 362

人

4,204
コ
ス
ト

事業費 29,805

有 坂井市就学援助費支給要綱
人
員

正職員 0.60

人員計 0.60 人 0.60 人

施策

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 4,011

平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

25,792 △ 169

小事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 051 生徒就学援助事業 中事業 01 生徒就学援助事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度

【事業の目的】

　学校教育法第１９条の規定に基づき、経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対
して必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図る。

【事業の概要】

　経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対して、給食費・学用品費・新入学用品
費・修学旅行費・校外活動費・医療費・通学費等、学校生活に必要な経費の一部を援助す
る。

1,529

28,276

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 03 中学校費 目

3,692 △ 193

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

29,974



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由
目標年度

中長期的な方向性

これまでの見直
しや改善等の実

績

要・準要保護就学援助費に関しては、平成28年度より、マイナンバー制度の導入に伴い、添付書類の削減および、援助費について保護者の口座への直接振込とし、学校事
務の負担軽減を図りました。

現状と課題

課題はない

要・準要保護児童の保護者に対する就学援助に関して、支給単価については、国の基準単価を準用しています。また、新入学学用品費については、必要な時期にあわせた
早期支給を実施し、世帯の負担軽減を図りました。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

生徒就学援助事業 継続 経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して必要な援助を行い、義務教育の円滑な実施を図る。

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

継続
目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

学校からの距離で、概ね4.0km以上の地区

冬期間（12月～2月）のみ3.0km以上の地区

※利用期間は4月～3月（8月は除く）

○委託料

・スクールバス運行 三国地区５台（通年・冬期）

丸岡地区４台（通年・冬期）

春江地区３台（冬期）

坂井地区３台（通年・冬期）

○補助金（通学バス運行支援事業補助金） 丸岡南中学校区

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

5

実績 100 100

48,847 45,639 44,552

指標

利用希望者の利用率

指標の説明

指標に基づく評価

通学距離が一定の基準を超える生徒を対象に、スクールバスの委託運行や通
学費の補助を行うことにより、遠距離通学の解消と安全、安心な通学を確保
することができました。また、地域や団体からの要望により、団体が主体的
に取り組むバス運行についての経費支援について、通学バス運行支援事業補
助金を創設し交付を行いました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

5

達成率(%) 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

通学支援をしている中学校
数

校

指標の説明

5 5 5

実績 5 5 5

目標 5

670

独
自
指
標

実績 592 608 638 660

指標

利用者数
人

目標 670 670

達成率(%) 0.0 88.4 90.7 95.2 98.5

指標の説明

670 670

平成29年度 平成28年度 平成27年度

100 100

達成率(%) 0.0

100 100 100

100.0 100.0 100.0

％
目標 100

100.0

根拠例規 有 学校教育課所管補助金等交付要綱
人
員

正職員 0.40

人 0.00

100

独
自
指
標

0

その他特定財源 5,670 5,680 5,850 △ 10

一般財源 3,208

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市総合計画、坂井市教育振興基本計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

50,402 3,198

人

人員計 0.40 人 0.40 人 0.45 人 0.00 人

人人 0.40 人 0.45 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 2,674 2,803
コ
ス
ト

事業費 51,843

無 総事業費 54,517 51,319

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 2-3 子育て支援の充実

3,021 △ 129

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■小中学校通学支援事業(第2子拡充)
(第2子半額、第3子以降無料としているスクールバスの利用料金を第2子から
無料にする)

48,516 47,381 3,327

小事業 他　事業

02 教育振興費

総合戦略
記載事項

大事業 101 中学校通学支援事業 中事業 01 中学校通学支援事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 03 中学校費 目

【事業の目的】

　市内の中学校に通学する生徒に統一した支援を行うため、学校からの一定距離以上の地
区を対象にスクールバスを運行し、遠距離通学の解消と、より安全、安心な通学の確保を
図る。

【事業の概要】

　通学距離が一定の基準を超える通学者に対して、スクールバスの委託運行や路線バス利
用料金の補助を行う。

区分

全学年

48,773 千円

3,070 千円



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

定期的にスクールバス利用者の最新名簿を学校から市教委に提出してもらうよう周知しました。補助金の様式に関しては、様式の記入例を確認し、最新の様式を各学校に
送付しました。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

中学校通学支援事業 継続
学校から遠方に住居がある児童が安全安心な学校生活を送れるようにするためスクールバスの運行や運行に対する補
助を実施する。

現状と課題

効率性に課題

年度末のスクールバス利用者の負担額調定の変更の際に、最終利用者名簿に基づく調定額確定に時間を要しています。また、第2子以降の負担金が無料化となったことか
ら、事務が非常に煩雑化しています。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

学校から遠方に住居がある生徒が安全安心な学校生活を送れるようにするため、また、多子世帯の負担軽減のため、
スクールバスの運行や運行に対する補助を実施します。第2子以降のスクールバス負担金を無料としています。目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性

方向性の理由



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○賃金 千円

　

　 　三国学校給食センター調理師　

　 　春江坂井学校給食センター調理師

○需用費　　　　料理講習会用材料費　　 千円

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標

アレルギー食対応人数
人

目標 60

20

実績 52.3 57.6

60 60

2,759 2,874 3,486

指標
地場産（県産）食材使用率
（6月）

指標の説明

指標に基づく評価

地場産（坂井市産）食材を活用できる献立作成により、使用率が上昇してい
るが、栽培される作物が限られているため、これ以上の上昇は見込まれな
い。
また、三国・春江坂井学校給食センターでキャベツの契約栽培を開始したこ
とにより、安定的に安価で入手できるようになりました。

105.0 100.0 98.3 100.0

指標の説明

60

独
自
指
標

57

独
自
指
標

実績 63 60 59 57

達成率(%) 0.0

7.1

達成率(%) 0.0 108.5 137.5 79.0 35.5

坂井市産食材使用率（6月）
％

指標の説明

20 20 20

実績 21.7 27.5 15.8

目標 20

30

独
自
指
標

実績 25 28 26 33

指標
坂井市産食材の使用品目数
（6月）

品
目標 30 30

達成率(%) 0.0 83.3 93.3 86.7 110.0

指標の説明

30 30

平成29年度 平成28年度 平成27年度

56.7 45.2

達成率(%) 0.0

60 60 60

87.2 96.0 94.5

％
目標 60

75.3

根拠例規 有 坂井市立学校給食センター条例、同条例施行規則
人
員

正職員 0.40

人 0.00

60

独
自
指
標

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 △ 115

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画、坂井市食育推進計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

3,486 △ 115

人

人員計 0.40 人 0.40 人 0.45 人 0.00 人

人人 0.40 人 0.45 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 2,674 2,803
コ
ス
ト

事業費 85

有 学校給食法、学校給食衛生管理基準 総事業費 2,759 2,874

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 2-3 子育て支援の充実

3,021 △ 129

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■学校給食食物アレルギー対応食
(学校における食物アレルギー事故防止の徹底を図るため対応する)

71 465 14

小事業 他　事業

04 学校給食費

総合戦略
記載事項

大事業 051 学校給食費 中事業 01 学校給食管理事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 06 保健体育日 目

85

【事業の目的】

　「園児、児童、生徒が生涯を通じて健康な生活を送る基礎を培う、安全で美味しく、栄
養バランスのとれた給食」を提供することにより、健康増進、体位向上を図るとともに、
学校給食における正しい食事のあり方や望ましい食習慣等、食に関する指導の充実を図
る。

【事業の概要】

78,463

　丸岡地区自校調理場調理師　 11名

　13名

22名



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由

三国学校給食センターの調理業務を民間に委託します。
食物アレルギーを有する児童生徒が安心して食べられるアレルギー対応食を坂井市アレルギー対応食提供方針に基づ
いて安全な給食を提供していきます。

これまでの見直
しや改善等の実

績

平成28年10月よりキャベツの契約栽培開始。平成29年6月30日坂井市産食材のみを使用して作成するエビ団子スープ（「Sakaiふるスープ」）を提供。平成29年度、
安全安心なアレルギー対応食の提供のため、坂井市アレルギー対応食提供方針を策定。平成30年度より、ふくいの地場産学校給食推進事業により地産地消や食育を推進。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

学校給食管理事業 継続 すべての児童生徒に安全安心な学校給食を提供する。

現状と課題

有効性に課題

地場産（坂井市産）食材を活用できる献立作成により、使用率が上昇しているが、栽培される作物が限られているため、これ以上の上昇は見込めません。
また、近年、食物アレルギーがある児童生徒が増加しており、アレルギー対応食の提供が、特に丸岡地区の自校式の小学校で困難な状態になっています。

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

◆丸岡学校給食管理事業　本庁 千円

○旅費 調理師研修会参加時普通旅費　　 千円

○需用費 消耗品（給食衛生用消耗品） 千円

修繕料（給食用器具等修繕料） 千円

賄材料費（コシヒカリ給食推進事業） 千円

○役務費 検査手数料（食材・調理師腸内細菌検査） 千円

○委託料 調理場内害虫駆除委託料 千円

○備品購入費 給食用備品購入費 千円

洗米機、牛乳保冷庫、フライヤー、冷蔵庫

◆丸岡学校給食管理事業　丸岡 千円

○需用費 消耗品費（給食用消耗品費他） 721千円

光熱水費（ガス） 721千円

賄材料費（給食材料費及び牛乳代） 千円

民間委託3校（丸岡中・丸岡南中・鳴鹿小）

○需用費　 消耗品費（給食用消耗品費） 千円

賄材料費（給食材料費及び牛乳代） 千円

○委託料　学校給食調理業務等委託料 千円

財
源
内
訳

国県支出金 0 4,700 4,700

指標

指標 目標

20

実績 47.6 55.3

163,214 166,504 175,006

指標

地場産食材使用率（6月）

指標の説明

指標に基づく評価

中学校2校の給食は、民間委託となっているが、地場産食材の使用率の向上
に理解をいただき、ご協力いただいています。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

92,619

39

11,148

104,556

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

9.0

達成率(%) 0.0 86.0 131.5 86.0 45.0

坂井市産食材使用率（6月）

指標の説明

20 20 20

実績 17.2 26.3 17.2

目標 20

20

独
自
指
標

実績 24 20 16 7

指標

坂井市産食材品目数（6月）
品

目標 20 20

達成率(%) 0.0 120.0 100.0 80.0 35.0

指標の説明

20 20

平成29年度 平成28年度 平成27年度

53.3 52.9

達成率(%) 0.0

45 45 45

105.8 122.9 118.4

％
目標 45

126.0

根拠例規 有 坂井市立学校給食センター条例、同条例施行規則
人
員

正職員 11.25

人 0.00

42

独
自
指
標

△ 4,700

その他特定財源 152,910 157,642 161,983 △ 4,732

一般財源 △ 3,290

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画、坂井市食育推進計画 臨時職員 10.00 人 10.00 人 9.00

341,689 △ 12,722

人

人員計 21.25 人 22.00 人 21.55 人 △ 0.75 人

人人 12.00 人 12.55 人 △ 0.75

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 93,096 102,274
コ
ス
ト

事業費 223,028

有 学校給食法、学校給食衛生管理基準 総事業費 316,124 328,846

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 2 少子化・高齢化対策 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

施策 2-3 子育て支援の充実

107,306 △ 9,178

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課

■学校給食食物アレルギー対応食
(学校における食物アレルギー事故防止の徹底を図るため対応する)

226,572 234,383 △ 3,544

小事業 他　事業

04 学校給食費

総合戦略
記載事項

大事業 051 学校給食費 中事業 16 丸岡学校給食管理事業

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 06 保健体育日 目

216,957

自校式5校2園（平章小・長畝小・高椋小・磯部小・明章小・高椋幼・磯部幼）

1,579

7,016

【事業の目的】

　「園児、児童、生徒が生涯を通じて健康な生活を送る基礎を培う、安全で美味しく、栄
養バランスのとれた給食」を提供することにより、健康増進、体位向上を図るとともに、
学校給食における正しい食事のあり方や望ましい食習慣等、食に関する指導の充実を図

る。
【事業の概要】

6,070

8

1,286

195

796

699

1,099

1,987



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

短期的な方向性

方向性の理由

これまでの見直
しや改善等の実

績

給食の調理委託業者への立入検査や異物混入等が発生した時の報告の迅速化・義務化等、業務改善を指導してきたことで、事故発生が大きく減少し、学校との信頼関係が
構築されてきたと思われます。今後も学期ごとの立入検査や指導を行いながら、安全安心な学校給食の提供に努めていただけるようにしていきたい。

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

丸岡学校給食管理事業 継続 すべての児童生徒に安全安心な学校給食を提供する。施設が老朽化しているので、適宜修繕を実施していく。

現状と課題

効率性に課題

中学校2校、小学校1校は、給食を民間に業務委託をしており、献立の作成や食材の調達も受託業者が行っています。また、その他の小学校は、自校式給食により提供を
行っているが、施設の老朽化が激しく、電気や水道設備、厨房機器の故障が頻発しています。また、近年増加している食物アレルギーを持つ児童への対応も、難しい施設
となっています。

目標年度

中長期的な方向性
継続

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○委託料 千円

・監理委託料 千円

・コンサルティング委託料 千円

○工事請負費 千円

○負担金、補助及び交付金（上下水道加入者負担金） 千円

財
源
内
訳

国県支出金 0 0

指標

指標 目標

実績

16,503 18,768 0

指標

指標の説明

指標に基づく評価

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

平成29年度 平成28年度 平成27年度

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0

目標

0.0

根拠例規 有 坂井市立学校給食センター条例、同条例施行規則
人
員

正職員 0.55

人 0.00

0

その他特定財源 214,500 13,000 201,500

一般財源 △ 2,265

評価指標 単位 年度 令和元年度 平成30年度

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 有 坂井市教育振興基本計画、坂井市食育推進計画 臨時職員 0.00 人 0.00 人

0 199,235

人

人員計 0.55 人 0.55 人 0.00 人 0.00 人

人人 0.55 人 人 0.00

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ハード事業 人件費 3,677 3,854
コ
ス
ト

事業費 227,326

有 学校給食法、学校給食衛生管理基準 総事業費 231,003 31,768

27,914

04 学校給食費

総合戦略
記載事項

大事業 101 学校給食施設建設事業 中事業 01 学校給食施設建設事業

総合
計画

基本構想 7 生涯を通じて学び・育つまちづくり 所管
部局

教育委員会事務局

基本計画 7-2

199,412

小事業 他　事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成30年度 平成29年度 平成28年度 30・29年度比

施策

【事業の目的】

　老朽化が著しい三国学校給食センターを、学校給食の提供における様々な課題点を踏ま
え、園児、児童、生徒に安全で安心な学校給食を提供するために、国の学校給食衛生管理
基準等に適合した施設に平成32年4月からの提供開始に向けて整備する。

【事業の概要】

3,607

2,851

756

223,000

719

平成30年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 10 教育費 項 06 保健体育日 目

△ 177

根拠法令

学校教育の充実 学校教育課



5.事業に対する評価

6.第２次総合戦略期間に向けた方向性

7.事業全体の今後の方向性

8.総合戦略記載事業の検証

これまでの見直
しや改善等の実

績

次期総合戦略期間（令和２年度から令和6年度）の方向性 ※各小事業の今後５年間の事業内容を記載してください

方向性とそ
の事業内容
(小事業)

小事業名 方向性 第２次総合戦略期間の事業内容

学校給食施設建設事業 完了

現状と課題

妥当性に課題 効率性に課題 有効性に課題

工事の発注が、建築・機械・電気で分割になっているので、業者間でトラブルが頻発している。
査定により、積算どおりの予算が配当されないため、工事を分けて発注したり、分割して入札したり、消費税率の変更のために、完成後に実施すれば良い入札を前倒しし
て実施したりと、事務が煩雑かつ、支障があることが多くなった。

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

令和元年10月31日工事完了予定。令和2年4月1日開設予定。

目標年度 令和元年度

中長期的な方向性

目標年度

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

施策項目

短期的な方向性
完了

方向性の理由


